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《森林破壊と木材貿易一森林破壊の社会的費用》

島本美保子

１．はじめに

1992年６）1にリオデジャネイIJで行われた地球･リミット前後から，環

境と貿易にIIllする議論が盛んに行われるようになった。先進論Irlとして

は［1111貿易体Ilillを維持しながら１１h球環境のｌｌ１Ｌ全という目的も達成できな

いだろうか，ということを襖索するﾉﾉlhl性をとっており，これは

ＧＡＴＴおよびＷＴＯと環境についての識論に具体化してきている。他

方途上匠1011ではまずtrlllを解iiIiすることに情一杯で，環境のことまでか

まってはいられないという状況にあI)，先進国の(llli(11i基illLに基づいた環

境保全の要求に対するii1iい反発がある。途｣:国のこのような主張を取り

込みながら阯界的にはどのような方向に向かっていくべきなのだろう

か。そのことを考えるに当たって，環境懇化の社会的１１N}をこれまでよ

り広い枠組みで捉えることが一つの糸|］になるのではないかと考え，本

稿では特に熱帯林の破壊にまつわる社会的M'1用について分析を行う。

2．森林破壊と木材貿易

1990年のＦＡＯによる熱帯林海源評{Ⅱiによると，全熱帝Ｗｉ林面積は

1980年末の19億1,000万ＩＭＩから1990年末には17億5,600万ｈａに減少し

た。この１０年'111の年平均森林減少は1,540万ｈａということになる。森

林破壊の主なIj;(囚は，移動耕作，家畜の放牧，燃料採取し森林火災それ
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に産業１１１木材の生産といわれている｡木材貿易はほとんどが産業)｢}材(燃

材ではない）であるが，産業用木材の貿易が熱帯林の破壊に及ぼす影響

を過度に強調することは慎まねばならない。ＬEEC（1993）によると，

すべての熱lif広菜樹林ﾒL人生産量（1.41Ilill]13）のうち，産業)'1丸太が

占める割合は17％であ})，そのうち31％が丸太及び製品の形で輪１１}され

ている。したがって熱帯林から採取される広葉樹材のうち６％が輸出さ

れているに過ぎないのである。したがって，木材貿易が熱帯林破壊に与

える直接的影秤は載的には決して大きくないということははじめに言及

しておく必要がある。なぜならば，熱帯雨林を破壊している元凶は先進

国，特に[1本による木材輸入であるという誤解がしばしば見受けられる

からである。このような世論が返って，南洋材の輪|{)国政府の姿勢を頑

なにするというIlliliiもあるので，安易に木材貿易自体を批判することは

避けねばならない。

ただし，熱帯林からの産業用材の伐採は，それ'剴身がilLi:接森林を破壊

するというだけではなく，間接的に徐々に森林を劣化させていくIji(囚と

なることは}筒摘しておく必要があるだろう。原生林を伐採する場合には

まず林道をつけなければならない。この道路建設によって，それまで人

を寄せつけなかったような森林に人が入り込みやすくなり，移動耕作等

森林破壊のＩ;(ＩＩＪとなるような行為を行うということが起こりやすい。ま

た森林伐採後農地転)i}されることによっても森林のil1i失がおこる。表ｌ

はＩＴＴＯに力ⅡＭ１するアフリカの木材生産国で木材の伐採が行われた後

に森林破壊が起こったnii積を示したものである。これによると，これら

の国々で伐採された面積のうち，約半分がその後に破壊(1)eIorestatiol,）

されている。伐採行為のどこまでを森林破壊の間接的原'１１と定義づける

かによってこの数字は変わってくる。ＦＡＯの森林破壊（DeIorestatioll）

の定義を)1}いると，1980年代に，すべての熱帯林所ｲirl工1において，農業

部ｌ１Ｉ１が森林破壊の原因に最大のシェアを持ち（80％以上)，林業iilii動の

直接的なインパクトはわずか（２％）ということになる。他力でより林
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〈森林破壊と木材ＩＩＴ易一森林破壊の社会的lfN1〉

業部'''1に厳しいｲIli定によると，インドネシアでは，林業部'１１１が森林劣化

(ForestDegradatiolI）の､;(因の`１０％を占め，他の主な熱jilf林所有'五Iで

は１０％が林業部''１１によるものであるという。いずれにせよ，原生林に木

材伐１１１[I的で手を力Ⅱえることが，森林劣化やil1i失の始まりとなるケース

がかなり多いということはいえるだろう。

表１ＩＴＴＯ力ⅡlMlのアフリカのｲ'8業生藤匠1における木材生産と森林破壊

1981-85ｲＩ：（千hHl）

伐採inihIta／

272.0

５７．０

３３０．０

１５０．０

ｎ．ａ．

]0４．０

ｎ
Ｊ

＞９１３

川典：Ｅ,Ｂ,Barl)icl･ｃｔａＩ．（1992）

註：ａ／平均jl2111l択伐iiiiWi

b／ａ/の中でﾘ|さ続き伐採された推定milH

c／未伐採で嫌ＩＩＳ破壊された年1111ﾐﾄﾞ均IliiI（

。／分からないが少ない

３．熱帯林破壊問題と木材貿易政策

それでは，熱帯林による木材生産，または木材輸出がもたらす森林破

壊について，実際どのような政策が行われてきただろうか。熱帯材の主

な輪出国は概して，熱帯木材の伐採及び輸出について，立木料（ロイヤ

ルティー）や輸出税を課してきている。東南アジア及びアフリカ諸国に

ついてこれをまとめたのが表２，表３である。

これらの表からIﾘ]らかなように，主要な熱帯材輸出国は，森林の伐採

権（コンセッション）の取得または保持，また伐採に際していくばくか

の課税を行ったI)，またlji(木および木材製品の輸出に際して輸出税を課

１０９

伐採後破壊されたI)／

(1)elorcste(1)耐ｲﾉ(

伐採されなかったｃ／

破壊されたWiiWi

００００００●●●●●■５００５２４７２９１２４
９］

〈ＵＦＤ０ｕ０ｄａ０ｕ
●■３ｌ

ＯｌＩ

466.5 ＞４１．５

区Ｉ名

カメルーン

．ンゴ

コートジポアール

ガポン

ガナ

リくりア

計



表２アフリカの主要木村輔出国における木材'１０連悦

カメルーン

コンセッション発給Ｉ１ｆ

ＩｌＩ１発悦２ＣＦＡF/hZl

合愈ｉＭｌ５ＣＦＡＦ/ｈａ

安全頭金４０ＣＦＡF/ｈａ

コンセッショナーに征年課税

地方税ｌ０ＣＦＡＦ/ha

iIj造林税２０ＣＦＡF/ｈａ

ｌｔ会貢献４０ＣＦＡF/ｈａ

林業１%1発悦２８ＣＦＡF/h3

代採悦公示価格（VaIuerMercurial）の５％

liilll税公示価格の40.0％

中央アフリカ｣１５ｲⅡ国

コンセッション発給時

ＩＭＩ》|｣に決定

コンセッショヅ－に毎年課税

コンセッションの期間が長いほど安くなるように設定

発給ｌｌ１ＩＩｌ１１初めての発給発給ＣＦＡF/ＩＭＩ

５年未満2,000

5年300300

10年200150

15年150125

20年以上125125

コンセッションの譲渡税５０ＣＦＡF/ｈａ

森林破壊税例外的に伐採が許可された場合

50,OOOCFAF/hａ（公有林）

150,OOOCFAF/hａ（保護林）

燃材悦５０ＣＦＡF/ｈａ

輪111税

丸太redwoo〔１ｓ3.356ＣＦＡF/lMl

whiIewoods 3,245ＣＦＡF/113

製材ｒｅｄｗｏｏｄｓ７３２ＣＦＡF/l1a

whitewoods ７２１ＣＦＡF/11ａ

ベニヤｒｅｄｗｏｏｄｓ８７２ＣＦＡF/hａ

ｗｈｉｔｅｗｏｏｄｓ ７８８ＣＦＡF/hａ

llljII：WorI(lllank（1991）

註１：コンゴ，コートジボアール，ガボンについて(〕旧ルポートに記述があったが，断片

的であったので省略した。

3t２：ＣＦＡＦ（CFAフラン）287＝】USS
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《森林破壊と木材貿易一森林破壊の社会的ｌＷｉｊ〉

表３東南アジアの木材関連賦課金

１
コ

「
Ｊ

ｒ
●
Ｌ

原木

換算：ｌＵＳ$＝Ｒ1,(ルピー)2070,Ｍs(リンギフト)2.52,1Ｋ（ＫＩＮＡ）＝LIS＄１

１１１典：各[亘1政府ilfI1化友林業小林紀之氏よI〕作成

している。しかし制度としては存在していても，これが森林の持続的な

管理という意味から有効に機能しているか,という観点から評Ⅲiすれば，

一つには額が適切仁そして機動的に設定及び改訂されず，概して安すぎ

るという指摘を受けている。また国内税に関しては，課税耐れが多いと

いうことも|Ｍ１題である。

またこれらのiill度が持続的な森林管理という目的から設けられている

かというと，輸出税に関しては，原木をそのまま輸出するよりも，国内

で､Ⅱ工して付〃'1Ⅱi{lliをつけて輸出するほうが外貨収入が噸l川するという

観点から，実質は国内産業育成を目的としている場合が多い。

111

名 賦課税 品目 金額/nｌ
;Ｉ

註

インドネシア

(1993.6.1.

改訂）

林税(1).Ｒ）

伐採税（IIlll）

販売税（PRＮ）

原木

原木

原木

USS1６

ＲＰｌ９,200

(ＵＳ$9.30）

10％

カリマンタン

メランティ

サラワク

(1993.6.1

改訂）

ロイヤルティ

ロイヤルティ

原木

製材
Ｌ－ｌ

ｐｌＸ

ＭＳ７５

(USS30）

ＭＳ１５０

(USS60）

メランティ

サバ

(1993.5.1.

改訂）

ロイヤルティ

ロイヤルティ

イヤルティ

原木

製材
Ｌ】

n口

合板

ＭＳ４０

(S15.90）

ＭＳ１６０

($63.50）

7０

($27.80）

メランティ

パプア

ニューギニア

(1990.9

改訂）

輪}１１税

ロイヤルティ

原木

原木

原木

ＦＯＢ×20％

ＥＯＢ×１４．５％

Ｋ`l～Ｋ７

(USS3.8-

６．７

メルサワ ダウン

全樹ｲ1K平均



では国内におけるＵｉｌ境課税と貿易政簸による環境課税と目lllllY易との

関係はどのようになっているのだろうか。静学的部分均衡モデルによっ

てこれを整１１Mしてみよう。環境iﾚｱ染一般についてのこの'１１１題にlMjする代

表的な分ｲｌｒはBallln(〕lａｌｌｄＯｍｔｅｓ（1975)，Ａｎ(lcrs()】ｌａｌ１(lBlackIlllrst

(1992)，Steillillgel.（1994）などがあるが，ここでは，生産の際に外部

不経済効采を発生する||ｲを輪lllしているlrlに|則する分｛)rだけをlIIり上げ

よう。輪ll1ljilの厚生の変化を分｛l｢するjiiIjLとして'1､匠1モデルを１１}いる。

まず，外部不経済にｽﾞＩしてなんの拾ＩＦ(もとられていない場合に，貿易

を行わないjﾙ合と，’21111貿易のj勝合を比べてみよう。図１において貿易

を行わないj扮合生藤)itはｏ(１１であI)，この場合の厚ﾉ'三はｘ、(１.xsdであ

り，国際m1ilhがｐ２の１１１Fに貿易を行うj坊介生産ｉｉｉは(１２であり，この』ル

合の厚生はxlUlgf-xe1である。これらのどちらがＩｌｉｊ〔生レベルが,１．ｉいかと

いうことはｌｉＩＩﾘ)ではない。もし貿易によってlWDllする外部不経i(効果が

大きければ，貿易を行うことによってljJ41ルベルは下がるし，Ｈ易によ

る利益の蝋Dllのほうが外部不経済の拡大よ')も大きければ貿易は厚生レ

ベルを；|き｣Lげることになる。従って，外部性が内部化されていないノル

合は，f11111iY易がＭＩＨをアップするとは限らないのである。

次に外部ｲ《経済効果に対して環境税が課されている場合にlVl鎖経済

か，日111貿易経済かどちらが|ﾘ【|レベルが高いかを比較しよう。閉鎖経

済の場合ピグー税ｏｋが課されているﾉﾙ合に需給は一致し，この場合の

厚１１:はxnlokから外{Ｗ不経済ｘｏｋを差しり|いたものである。それに対

してlflII1H易の場合はピグー税ｉｊを課した場合に需給が一致し，総llK

産)&はｏｑ１とな')，１１/212はxlIIgijから外部不経済ｘｉｊを差しり|いたもの

である。ハミ'遊一lli位当たりの外部不統済効来が11:雌鼓のj村力Ⅱとともに減

少しない限り，閉釧絲済よ})もI211ll貿易のほうがｌ７ｆｌｉが高くなる。

さて，今度は貿易が行われるj励合に，外部不絲滴を|ﾉL1部化する措満と

して輸出税を課したとすると，｜工l内|{flHとして環境税を課した場合とど

のような効果の差が111るだろうか。’五11ﾉ､]で411脈された'1ｹのうち輪''1にｌｍｌ

1１２



く森林破壊と木材?Y易一森林破壊の社会的費用〉

されるものだけについて一lii位当たＩ）ｉｊの輸出税を課したとすると，

総生産量は，国内税を課した場合とlii１じょうにｏｑｌとなるが，この時

岡内価格はｐ:,のままなので，｜ﾘＬＩｉはxnIK〔lrijから外部不経済xijを差

しり|いたものとなりlZllA]政雄として環境税を課した場合よりもｇｒｑだ

け常に厚生レベルが低いことになる。

以上の分析から次のような結論に達する。外部性に関してなんら措置

が講じられていないjﾙ合は，Ｉ:llllfY易を支持できるかどうかは場合によ

るが，外部性を|Ａ１部化した｣為で留易を行うのであれば，自由貿易は支持

される。またファーストベストの政策は'五11人]llWfとして漏れなく外部性

を内部化できる環境税であるが，セカンドベストの政策として輸出税を

位置づけることができるということである。ただし，輸入国側の厚生を

図１小国モデルによる外部不経済を発生させるｌＭの輸入国の厚生変化

価格

、

ＩＣ

「
P３

iｌ

旧
旧 i」０

二二二二二Ｚｒｉ

Ｘ

0 ０，０，ＱI Q‘ Q２
生産量
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考１１Kするために大国モデルを展開すると，厚生変化はiIIjlZ1の需要関数や

供給関数の形状に依存して一般的な帰結を導くことは困難になる。

4．自由貿易の前提としての正当な社会的費用

前節において社会的費用についての股適な課税がなされれば，目山貿

易は社会的に股適な状況を生み出すことを示した。この場合最適な課税

とはピグー税であり，そのIlj身は森林破壊が生み１１'す環境コストである。

熱帯雨林の環境観点からみた価値の主なものを具体的に挙げると，局地

的には土壌を保全し，気候を綴ｆⅡし，水を供給する機能をもち，またグ

ローバルな視点からは，生物の多様性を支え，ＣＯ２を|A1定する機能を

持つ。熱帯林から伐出される木材について環境税を課したり，次善の策

として輸出税を課すということは，木材を伐出することによって，熱帯

林ストックが生産する外部絲済効果が減少することの機会費用を支払う

ということになる。

しかしここに二つの大きな''１１題がある。一つは，原生的な熱帯雨林と，

産業用木材を択伐で切り１１{した後補iｉｌｉ（enrichnleIlt）された森林と，

商業目的で早生Iil種を植えた森林を同列に扱って良いのかというｌｌＩｌ題で

ある。特に生物多様性という意味からは価値が異なる。原生的な熱帯雨

林では非常に多ｲji多様な植物と動物が共１k関係にあるが，一度人の手が

入るとそれが破壊される危険性が高く，再造林によってそれを完全にも

とに戻すことは不可能である。もし原生林と二次林を同等に扱って良い

ならば,熱帯林からの木材伐採の社会的】YHjは，適当な設定を与えれば，

再造林費用と等しくなるはずである。したがってピグー税としての環境

税や貿易措置はilj造林費用を徴収すれば良いことになる。しかし生物多

様性を熱帯林のIili値として重要視するならば，原生的な熱帯林は枯渇性

資源であり，人工林は再生可能資源であると区別する必要がある。この

場合，原生的な熱帯林からの木材の伐出に対する社会的費用は二次林の
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〈森林破壊と木材貿易一森林破壊の社会的ｌＩｗＨ〉

再生費用以外に，原生的であるが故の機能が失われることの機会灘用を

含むべきである。

もう一つの,,,,題は，前節における社会的費用は，熱帯林を伐採すると

いう選択をする場合の社会的Y(用であるが’熱帯林を伐採しないという

選択をするjﾙ合の社会的賛Ｈ１または機会費用を老噸しなくて良いのだろ

うかという,}Ⅱ題である。つま})，熱帯林を伐採して，その原木を輸出し

た}〕，国内で製材品，合板または二次力''工Ｉｗ１に'''１]:して輸出することに

よって利ilM1が得られる。熱桁林を保全するということはこれらの開発に

よる利益を放棄することを葱Iルミするわけで，ここに「開発の機会我用」

が生じることになる。「開発の機会費Ｈ１」を考慮しないで，特に先進諸

国が，生物多様性を保全するため原生的熱帯林の伐採に反対したり，

ＣＯ２のプールとしての重要だからということで森林の農牧地への転用

に反対したりすれば，熱帯林所有国の「我々は地球の肺ではない」とい

うような反発を招くことになる。

熱帯林所ｲｱ国の「開発の機会費用」の問題は，それを考慮することな

しでは社会的に最適な熱帯林資源管理の方lnIを実現していくことができ

ないだろう並大な問題である。1985年以降インドネシアは丸太を輸出禁

止としたが，これは単に森林保全目的によるものではなく，むしろ国内

産業（合板産業）育成を第一|】的としたものであった。というのはこの

輸出禁止の結果，国内による合板加工業は拡大したが,インドネシア国

内の合板の製造は，日本製よりはるかに原料・の歩留まりが悪く，その結

果，むしろ森林の伐採をDl1逃することになったといわれている｡インド

ネシアのみならず，熱帯林の輪l}Ⅱ玉1は近年１J;(水の輸出を減らし,力Ⅱ工品

の輸出に転換する方向をとっており，森林資源は林産加工業の､;(料のス

トックという位置づけを持ちつつある｡森林資源の保全が開発目的にな

るべく抵触しないような力lri1を考えなければ，熱帯林の持続可能な管理

は難しい。

以上の二つの問題を考臓すると，熱帯林の伐採に関する社会的費用は
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どのようにとらえるべきであろうか。環境と倒易についての議論にでて

くる静学的部分均衡分I1rの枠組みではこの'１１１組はlhLえきれない。という

のは「開発の機会ＩＭＩ」を捉えるためには絲済成長論の理論的枠組みを

組み込まなければならないからである。そこでマクロ生産関数を応川し

た一般均衡的な勤学モデルを用いることにする。また前述のように熱ｲｌｆ

林をどのようにカテゴライズするか，またＩH1発行為を原生的熱帯林から

二次林への転換と捉えるか，森林の農牧地への転川と捉えるか，その他

の開発形態を考えるかによって開発部''１１の脈業の池義が変わってくるの

で，「開発の機会YWll」の様|{|はかなり変わってくる。本稿では分ｲｌｒを

iiij1iiにするために，’''１発行為を原生的熱ｲｉ１ｒ林を伐採した後に早生樹i1liを

植裁して，林産､'1]:,{/,を】(産することと定義して，「Ⅱ11発の機会YY111」

の概念の概形を説}UＩすることにしよう。

ある原生的熱ｲllr林所ｲﾌﾞliilについて考える。このlIilには原生的熱帯林の

ﾒL太の輸出と人]:林から伐採した木材を使ったDll]:林産物の輸出の二つ

の産業しか存ｲﾋﾞしないとしよう。ｔ期の11;((|【的熱ｊｌＩｆ林のストック品をｓ【

とし，各期におけるこのストックからの丸太の伐採iiiをＲｔとする。ノＬ

大の－単位の輪ll1Iili格を(,とする。また|:Ｉ社ｲ｢林として早生樹種の人

工林を造成し，林iWj11］:１１１，を生産する産業のＩ)Ulにおける資産規模の総

額をＫｔとする。この?(賑には原料を生箙する森林から加工)１１のⅢjﾙや

生産設備などすべてのTiD1fが含まれる。このⅡ|:業のマクロ的生》剛1数

は以下のように表せあとする。

ｙｔ＝ｂＫ【

つまり規模に関する収|盤は一定で，技術進歩はないと仮定する。ここで

ﾊﾐ産量は額で表されている。１ｔ産された丸太および林産加工,Ｆ１はすべて

輸出きれ，その外lY収入でｉｌ１１費財および役fflllを購入するものと仮定す

る。この時ｔ１０|におけるこの'五]の総生腿ilii（（＝総怖ｌｌＩ額）Ｙｔは，

Ｙｔ＝ａＲｔ＋ｂＫＩ

Ｙｔは消費Ｃ[と役?〔1,にｌｉ１１かうが，投資はすべて｜》|(産加工業に|(ﾘかう
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<森林破壊と木材別易一森林破1別の祉会的(1)１１〉

こととする。従って

Ｋｔ＝1ｔ

である。

次にｉｔ会的ＭＩＨを定義する。ここでの分I1rI1的は森林全般についての

外部lIlHの内部化の効果ではないので，ＩＭｉ的熱帯林からも二次林からも

得られる外部経済効果については,伐採にあたって{{l税の形で徴収され，

外部不経済を受ける人々に分配されることで，既に|ﾉLI部化されていると

する。iiui費者がtlOlにiiIi費から得る総効111を集計的な効１１)関数Ｕ１(C(）

で表す。また厄||ﾉ､I外をＩＭＩわず人々が原生的な熱帯林のみから得られるｔ

期の効１１１の総}１tをＶ【(S()とする。Ｕ((C【)，Ｖ((S,)はllllllU数とし次の条件

をみたす。

liInU1'(Cl)＝｡○，ｌｉｌｌＩＶ['(S()＝｡。
〔－．０ Ｃ一・〔ｏ

ｌｉＩｌｌＵｔ'(c()＝０，］inlVI'(Ｓｌ)＝Ｏ
（→｡◎ 〔一・ｍ

各)91のil1j費の'１１１の'1針１１１的選好率は，外生的に与えらｵしたｌＺ１際的平均均衡

利子率ｒに等しいとする。

さて連続的な無lJlW1lll1をｽﾞil象とすると，このような設定のもとでil:会

的に１１麺な原生的熱帯林の伐採1,|:や林瀧川1工業の)し凡模は次の最適化1111題

を，適切な初ＩＵｌ(i(iのもとで解くことに州称する（誤解をllHじない|U(1)添

え字ｔは省略する)。

１，MM： [Ｕ(C)＋Ｖ(S)]e－ｉｌｄｔ

ｓ・しＳ＝一Ｒ…①

Ｋ＝Ｙ－Ｃ…②

Ｙ＝ａＲ＋bＫ…③

①式，②式の共役変数をそれぞれＡｌ，Ａ２とし，③式を②式に代入して

やると，ハミルトニアンＨは次のように定義できる。

Ｈ＝[Ｕ(c)＋Ｖ(s)ルー『【十A，(－Ｒ)十Ａｚ(ａＲ＋ｂＫ－Ｃ）

このlけ１１k適化の必要条件は次のように表せる。
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器=A1+…-０ …④

訓
而 ａＵ

ｅ－ｍ－ハ２＝０ …⑤ａＣ

aH

A1----器｡-“ａＳ …⑥

ａｌｌ
Ａ２＝－－＝－ｂＡ２

ａＫ

⑦式より，

Ａ２＝ｅ￣｢ｔ

⑦'を⑤に代入すると，

器-°｡-脚，
また⑦'を④に代入すると，

Ａ１＝ａｅ－ｂｔ

両辺をｔで微分すると，

A1＝一ａbe一hｔ

これを⑥に代入すると，

…⑦

…⑦’

…⑧

ａＶ

－５ＴＴ＝abe(r~Ｍｔ …⑨

つまり社会的最適化の必要条件はこの場合⑧式と⑨式ということにな

る。それでは⑧式と⑨式の意味を考えてみよう。林産物力Ⅱ工業の限界生

産力ｂがｒに等しい場合にはすべての時点ｔについて，

器-,1,(一定）器=’(一定）
となり，Ｃ[もＳ[もすべての時点において一定に保たれる。しかしｂが

ｒより小さい場合には，ｔ→｡｡のとき，
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《森林破壊と木材貿易一森林破壊の社会的1Ｗ1)》

ａｕ

ａＣ＝ＣＯ

、

卵一禿

とな}〕，Ｓ(→０，Ｃ１→０となる。つまり，林産加工業の生産性が低けれ

ば，国民のil1jYY文ｌｌｌを適正水準にするために，枯渇性資源である11;(生的

熱帯林から伐(Ⅱした丸太の輸出を続けなければならない。

ということは地球環境的な観点から原生的熱帯林を定常的に一定、慨

残して行こうとするならば，林産物力Ⅱ工部'''１の生産性が1.に等しい水準

までﾘ|き上げられなければならない。このときＣ(も通時的に一定とな

り，生産技術は一定と仮定しているから，必然的に二次林のiili獄も一定

に保たれることになる。ここで林産物加工業の生産性というのは二つの

意味に解釈できる。一つは途上国の林産業の技術水準が低く非効率的な

生産を行っているという考えかたである。この場合は生産性を'･に引き

上げるために先進国が技術移転を行えばよいということになるだろう。

しかしもし第一次産業の生産性には上限があるとすると，ｒ－ｂにあた

る部分が枯渇性の熱帯林伐採の機会費用と考えることができるだろう。

したがって，正当な社会的費用問題における第２の問題である「開発の

機会費Ｈ１」はこのモデルにおいては（ｌ－ｂ)I〈t(このＫ【は社会的岐適値）

ということになる。

またＶ(S）の部分が外部効果として内部化されていないので，この

部分を何らかの形で内部化してやることが，社会的最適化のために必要

である。従ってｓ一単位当たりに最適経路におけるａｖ/ａｓに等しい

支払いをする必要がある。これが正当な社会費用'１１１題における第一の問

題に該当する部分である。

5．「|刑発の機会費用」の拡大

前節における|瓦1内産業は林産加工業のみであり，それは規棋に関する

収穫一定の生産構造を持っていた。しかし，原生的熱術林を持つ実際は
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国内産業はもっと多様であるので，本来ならばそれらの産業は発展との

関係も考えなければならない。発展段階の異なるlUil々のlll1で環境にIMIす

る議論が行われるとき，途上ｌＺ１側がいつも主張するのは，「途上国にと

っての環境問題は貧川である。貧1｛《lを兎１１}iするために開発する過程で

少々の環塊問題が4ｋじることは仕方がないことだ」ということである。

そして'972年のストックホルム会議においても1992年の地球サミットに

おいても，このような途上１瓦1の主張により，環境保全についての合愈が

非常に級やかなもの仁とどまったことを考え合わせると，途｣２国の主張

する開発機会を環境保全の議論の中に内11:化していかない限り，途｣２１五１

を納得させるような[盃|際的選ｌｌ(をHI1論的に見いだすことはできないだろ

うｏ

このような主ﾘＩｉをよ')強化するのがｲ<均等発111§の理論である。新T1r典

派〕H1論でｲ《均等発展を説Iﾘ)するような]H1論もある。Ｋｌ･ugn1all（1981）は，

不均等発展の説1ﾘ}を安本，労Ｉｌｉｉの賦ｲﾄﾞlitの机違と，資本集約産業の規模

の経済性に求めている。資本よ})労働が多く賦存する１通1と，リブ働より資

本が多く賦存するｌｒ１があるとナろと,前者は労働jlL約的な産業に特化(た

だし完全特化ではない）し，後者はγ(本災約的な産業に特化する。する

と安本集約的な産業で専ら了i本蓄積が起こり，溢水集約産業は規模に関

する総済|<|;を持つと仮定しているから,ますますirf本蓄ｲIIiは､||逃される。

これはマーシャルの外部性といわれるものである。新古典派モデルでは

資本蓄硫成長率は[副尺所得の成長にif[結するから，資本の賦存品がｲ１１吋

的に多いlZ1のみが発鵬することになる。Ekills`Folks,alldCost【lnza

(1994）では，この帰結の説1U1として「溢水集約腋業は技術発展するが，

バナナのようなﾘﾉ勘集約産業は技術苑11§しない」と述べている。この議

論に沿って，熱+ili休所ｲ7国の)jll工産業が規模の絲済性を持つとすると，

｢開発の機会費)11」はさらに大きくなるだろう。災際，林産ljll工業の''１

では，製材から合板，製紙，ファイバーボード，パーティクルポードと

hl1工度の揃い製,Y,になればなるほど，一二I:ﾉﾙの｝1k通規模は大きくなる。
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〈森林破壊と木材貿易一森林破壊の社会的費用》

パーテイクルポードの場合，日本では年産170-180万ｔ，欧米では年産

500万ｔであるが，現在途上国では年産30-50万ｔから操業を開始するそ

うである（ウエスタン・トレーデイング株式会社阿部徹氏への聞き取

り)。ちなみにファイバーボードの場合年産11万，3程度（→S11ndsDe-

fibrator（1993）であり，製紙会社の場合日本では年産200万ｔ程度（日

本製紙連合会中)||好明氏への聞き取り）である。

1980年代後半から，技術開発や人的資本に対する投資が経済成長をよ

り加速するという議論が，経済成長論の中で盛んに行われるようになっ

てきた。これらを包括的に内生的経済成長論と呼ばれる。人的資本の理

論についてはLucas（1988)，Ｓｏｌｏｗ（1991）に分かりやすく説明きれ

ており，内生的成長論に関するサーベイには重原・大庭（1991)，柴田

(1993）がある。また内生的成長論を用いて貿易論を展開している代表

的なものはGroSsmallandHell)man（1991）である。

内生的経済成長理論による国民所得の成長は，新古典派成長理論によ

る国民所得の成長とどのように異なってくるのだろうか｡一言でいえば，

後者の経済成長は人口増加によって起こるのに対して，前者の経済成長

は技術進歩によって起こる。このことをコブダグラス生産関数を用いた

モデルで説明しよう（以下の説明は津１１１１（1993）による)。

生産関数を次のように特定化する。

Ｙｔ＝BtLtaKt1￣ａ …⑩

新古典派型経済成長モデルの場合には，Ｂｔは時間を通じて一定のＢで

与えられる。一方，内生的経済成長モデルの場合には，

Ｂ[＝Ｂ(Kt）Ｂ'(Kt)＞Ｏ

で与えられる。この関数で現れるＫｔは企業にとって外生的な生産要素

である。ここでは簡単化のため，

Ｂ(Kt)＝８Ｋt‘…⑪

とする。０は定数である。

家計に関しては，無限期間生きる代表的家計モデルを考える。通時的
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な効用関数は次のように特定化する。

Ｕ=ｌｒｅ－脚,｡閏c`Ⅱ…⑫
Ctはｔ期の家計のiiliMIfii,ｐは家計の時'111選好率を示すパラメタである。

今労働の供給力を毎W|毎期１に固定されているとする。

Ｌ【＝１…⑬

この時資本レンタルを'･[，賃金率をｗ,とするとｔ期における所得は，

ｒｔＫｔ＋ｗｔ

で表される。家計はこの所得をｔ期の消溌Ｃｌと資本の蓄積Ｋ[に振り分

ける。するとｔ期の制約式は次のように表される。

Ｋ〔＋C[＝rtK【十Ｗ【…⑭

⑭式の制約のもとで⑫式を最大化すると，

Ｃ/C＝rｔ－ｐ…⑮

が得られる。次に要素TlTjiﾙの均衡条件は，

ｗ【＝aB【K['一a＝aY【⑯

ｒ【＝（ｌ－ａ)[１K〔-３…⑰

生産の成長率をγ【で示すと，⑩式より次のように表すことができる。

７t＝Ｙ[/Y[＝Ｂ【/Bl＋（１－a)Ｋｔ/I(！…⑱

⑯，⑰式を考慮にいれて⑭，⑮式を書き換えると，ＫＩとＣｔに関する連

立微分方程式体系を導くことができる。

Ｋｔ＋Ｃｔ＝Ｂ【K【'一ａ…⑭’

Ｃ[/C【＝（l-a)Ｂ`K(~a-I）…⑮′

経済の成長経路は⑭'，⑮'式に基づいて決まる。

さて，以上のような経済構造の場合に，新古典派型モデル（B（＝B）

における定常均衡は，⑭'，⑮'式より，

Ｋ＊＝[l)/（ｌ－ａ)Ｂ]￣'/ａＣ＊＝ＢＫ＊１－，

定常状態においてＢ【/B【＝０，Ｋt/I（[＝Ｏであるから，長期定常状態に

おける経済成長率γは⑱式より，
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<傑林破壊と水ﾄｲ貿易一森林破壊の社会的ｌｉ用〉

γ＊＝０

つまり人口が）鋤Ⅱしないﾉﾙ合，ｌと)0}的な経済成長率はゼ['である。

他方内生的経済成圧モデルにおいてはＢ【＝０Ｋtaであるから，⑯，⑰

式は次のように書き換えることができる。

ｗ(＝ａＯＫｔ…⑯’

１，＝（ｌ－ａ)０…⑰’

これらにより⑭，⑮式は次のようになる。

Ｋｔ＋Ｃ【＝ＯＫ，…⑭"

Ｃ【/C【＝（１－m)０－１）…⑮″

⑩，⑪，⑬式より１１:賑関数はＹ(＝８１([の形で表される。この'H1係を)1）

いることで⑭"式はさらに次のようにfIlき換えられる。

γt＝Ｙｔ/Yt＝０（１－ｃｔ）…⑲

なおＣｌ＝Ｃｔ/Ytである。ｑ/c[＝Ｃｌ/C[－７(であることと⑲大の'１０係を考

咽に入れると⑮"式は次のようになる。

ｃＩ/ｑ＝（１－m)０－１)－７【＝OcI-a8-I）…⑳

定常状態においてはｃ(/ct＝０だから，このとき

ｃt＊＝ａ＋P/O

これを代入することにより，定常状態における経済成長率γ＊は，

γ＊＝（１－m）８－，）

となる。

以上の説Iﾘ)からlﾘ}らかなように，新T1i典派』lＩ成長モデルは，人[1が成

l芝しなければ，定常状態における経済成長率がゼロであるのに対して，

Iﾉl生的経済成長モデルでは定常状態においても経済成長はプラスであ

る。これは新古典派型成長モデルの安本の収益率ｒｔが（ｌ－ｉ,)ＢＫ￣ａ

と資本ストックの水jilIiのjnDllにしたがって低1,.するのに対し，内生的経

i(成長モデルの資本の収抽率は⑰'式であり，資本ストックの水iIILに依

ｲFしない。つまり溢水をいくら特iiiしようともその収益率が低下しない

ことを意味している。これは生藤技術が，企業にとって外lIi的な知的了（
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本を含めることで規模に閲する収穫逓増の性ｌＨを持つことから生じる結

采である。ただしここで気をつけなければならないのは，新古典派型成

長モデルは競争均衡と社会的最適の間に乖離が起こらないが，内生的経

済成長モデルでは，この二者の間で乖離が起こることである。つまり競

争均衡での成長率は社会的最適な成長率をＴＩｎ１るのである。

以上のように内生的経済成長理論を用いると，’''1発行為は通常の規模

に関する収穫一定のモデルよりさらに高い経済成長率を達成することが

可能であり，「開発の機会費用」はさらに大きくなることになる。この

ような論理を「開発の機会費用」の概念にどこまで組み込んでいくべき

なのかは，貿易理論との関連も見ながらさらに検討する必要がある。

６．結語

自由貿易が世界的な厚ﾙﾐを間めるという認識は広く一般的に受け入れ

られており，ＧＡＴＴ体ilillの根本原理でもある。しかし国による発展段

階や賦存する資源のｲⅡ連を考慮してどのようにIi1111貿易体制を維持して

いくかという問題は非常に多くの困難を伴っている｡先進国同士でさえ，

現在多くの摩擦を抱えている。地球環境保全の文脈では，途上国として

は，先進国は環境破壊をさんざん行いながら経済発展したのに，ここに

きて途上国にも環境を保全せよというのは不公平だという意見が根揃

い。自由貿易体制を維持しながらこのような意見を繁栄していくために

は環境の社会的賛１１]を包括的に捉えて内部化していくべきだろう。社会

的費用を内部化した上でなら，自由貿易はlji(｣ul1的に正当化できるという

ことは本稿の中でも示した通りである。ただし，動態的に社会的賀１１１を

分析していくという分野は非常に未発達である。今後環境経済学の一分

析分野として摸索していく必要があると思われる。
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